設置届の作成要領

設置届に必要な書類
設置届対象建築物早見表で該当する場合は、以下の書類を提出してください。各書類を必ずＡ４版ファイルに閉じて、正副2部提出してください！
１　提出書類等
　（１）再利用対象物保管場所設置届兼廃棄物保管場所等設置届

　　　　「再利用対象物保管場所設置届兼廃棄物保管場所等設置届」をご覧ください。

　（２）各共通図面等

①建築物の用途別各階床面積内訳書
　　住居系建築物は「別表6」、事業系建築物は「別表7」をご覧ください。
　　　②建築物の設計概要（用途、規模、階数、建築面積、延床面積が分かるもの）

　　　③建築物の案内図（地図の写しで可）、配置図

　　　④建築物の各階平面図（同一レイアウトの場合は、代表階で可能）
　　　⑤念書・覚書等

　　　　「念書（記入例）」をご覧ください。

（３）各保管場所（廃棄物・再利用対象物）等　
　　　①保管場所等の配置図（※）及び敷地内収集時の敷地内運搬車通過通路図

　　　②保管場所等の平面図、立面図、断面図（縮尺50分の１）
　　　③保管場所等の仕様及び面積算定図
　　　④その他必要と認める図面

　　　　　※・・・各階平面図で確認できれば省略できます。

（４）廃棄物保管場所等
容器数の算定表（廃棄物）
　　　　　住居系建築物は「別表4」、事業系建築物は「別表5」をご覧ください。

（５）再利用対象物保管場所等
住居系建築物の場合は「別表4」の容器数の算定表、
　　　　事業系建築物の場合は「別表8」の最低必要面積算定表をご覧ください。
　（６）各保管場所の必要面積

　　　　保管場所の必要面積算定表
　　　　　住居系建築物は「別表4」、事業系建築物は「別表5」をご覧ください。

提出書類作成の一般手順

廃棄物保管場所等
（１）建築物の用途と規模を明確にしてください。
　　①用途別床面積内訳書により、用途ごとの床面積等を計算し明確にする。その場合廃棄物の排出対象となる有効面積を、その他（共有部分）の部分と区別する。

　　②住宅部分の人数は、原則として別表２の住居占有面積別人員により算定する。ただし、実際に使用する人員が確定している場合は、その人員で算定する。

（２）建築物より発生する廃棄物の量を算定してください。

　　①原則として別表１の施設用途別廃棄物排出基準により算定する。ただし、過去の廃棄物排出データがある場合は、清掃事務所の了承を得た上でそのデータを用いて算定する。
　　②算定に当たっては、家庭系と事業系（事務所・店舗等）に区別する。

　　③廃棄物の発生量は、同規模・同用途の建築物においても異なることが考えられるので、事前に清掃事務所と十分に打ち合わせをすること。

（３）算定した廃棄物の量を、燃やすごみ、燃やさないごみ、資源に区分し、その割合を算定してください。

　　①家庭系廃棄物の区分割合は、燃やすごみ7.5割、燃やさないごみ0.5割、資源2割、として、また、容積を重量に換算する。

　　②事業系廃棄物の場合は、清掃事務所の了承を得た上で、過去のデータを用いて算出する。ただし、過去のデータがない場合は、燃やすごみ8割、燃やさないごみ0.5割、資源1.5割の割合とする。

（４）廃棄物の収集方法、収集間隔を決めてください。

　　①家庭系廃棄物は、荒川区が収集とする。事業系（事務所・店舗等）廃棄物は、原則として自己処理又は一般廃棄物処理運搬業者の収集とする。

　　②荒川区が収集する場合の収集間隔は、原則として燃やすごみ週2日（間隔は、3日）、燃やさないごみ月2日（間隔は、13日）です。
　　　資源は町会毎に収集間隔が決まっています。お問い合わせください。

　　③一般廃棄物処理運搬業者の場合は、契約により収集回数（形態）を決めてください。

（５）廃棄物の保管方法を決めてください。

　　廃棄物の保管方法は、別表３の大規模建築物の用途別、規模別、廃棄物保管場所等の設置基準及び処理方法の中から決めてください。

　　①保管場所内を容器とする場合

　　　原則として60リットル丸型ポリ容器を使用してください。角型ポリ容器は、使用状況によっては、破損しやすいことを考慮してください。

　　②保管場所内を反転コンテナボックスとする場合

　　　反転コンテナボックスの容量は、700リットルとする。

　　③容器以外を使用する場合（荒川区の収集での、設定はありません）
　　　廃棄物の排出量及び保管日数等に応じて、廃棄物が十分に収納できるものとする。
（６）廃棄物保管設備（容器等）の必要個数を決めてください。

　　①容器については、別表４の容器数の算定により決めてください。

　　②①以外の方法による場合は、清掃事務所に問い合わせてください。
（７）廃棄物保管場所の位置や構造等を決めてください。

　　廃棄物保管場所の位置や構造は、利用者の利便性、収集作業の効率等を考慮して決めてください。

①保管場所の位置、構造

　　　資料1から資料6の保管場所、容器の配列を参考にしてください。また、棚を設置する場合、材質はスチール・コンクリート等、重量を配慮したものとしてください。
　　②保管場所の設置基準

　　　関係文書の「荒川区大規模建築物の廃棄物保管場所等の設置基準」の３、廃棄物保管場所設置基準によります。

（８）粗大ごみの集積所を別に設置してください。
　　①最低３㎡以上とし、通路と共通でないこと、原則として１棟に１箇所設置する。

（９）再利用対象物保管場所を設置してください。

　　①住宅の計画戸数が15戸以上の共同住宅又は併用型共同住宅の建設事業には、再利用対象物保管場所が必要になります。
　　②事業用途のみの建築物については、延床面積1,000㎡から必要になります。
再利用対象物保管場所

事業系建築物で事業用途に供する部分の床面積が合計1,000㎡以上の建築物の場合
（１）建築物の用途と規模を明確にしてください。

　　用途別床面積内訳書により、用途ごとの床面積を明確にするとともに、専用部分と共用部分（廊下、階段、エレベーター等）とに区別する。

（２）保管場所の最低必要面積を算出してください。

　　別表７の再利用対象物の保管場所最低必要面積算出基準により算定してください。
ただし、算出にあたっては、次のことに注意してください。

　　①同一敷地内に保管場所設置の対象となる建築物がある場合は、各棟に保管場所の面積を算出し、その合計面積を保管場所最低必要面積とする。
　　②用途欄に記載された用途以外の建築物（倉庫、駐車場等）の場合は、清掃事務所と十分に協議を行い、了承を得た上で類似の用途を用いて算出する。

（３）保管場所の配置・構造等を決めてください。

　　保管場所の配置・構造等は、利用者の利便性、収集作業の安全や効率等を考慮して決めてください。
具体的には、関係文書の「荒川区事業用大規模建築物及び住居系大規模建築物の再利用対象物保管場所設置基準」の第3の保管場所の配置、構造、付帯設備及び維持管理等によります。
（４）その他

　　事業用大規模建築物の所有者（以下「所有者」という。）の方は、建築物が竣工したら、次のことに注意して保管場所の維持管理に努めてください。
また、所有者の方は、条例に基づき、廃棄物管理責任者を選任し、「廃棄物管理責任者選任届」及び「事業用大規模建築物における再利用計画書」を提出することになっておりますので、建築物竣工後速やかに提出するようお願いいたします。

　　※「再利用計画書」は、延床面積3,000㎡以上の事業用大規模建築物が提出する。

住居専用建築物の場合
（１）住居用専有面積と占有別人数を明確にしてください。
　　用途別床面積内訳書により、専有部分と共用部分（廊下、階段、エレベーター等）とに区別し、住居専有面積別人数表「別表2」により各住居人数を確定してください。
（２）各再利用対象物の排出量を算定し、最低必要面積を算出する。

　　古紙類、びん、かん、ペットボトル、白色トレイの再利用対象物容器等算定表「別表4」にて排出量を算定してください。各再利用対象物に排出基準があります。

算定した排出量を容器算定表「別表4」にて容器等の必要面積を算出してください。
（３）保管場所の構造・容器の配置を決めてください。

　　保管場所の構造・配置等は、利用者の利便性、安全・効率等を考慮して決めてください。

1 保管場所の位置、構造

　　　資料1から資料6の保管場所、容器の配列を参考にしてください。また、棚を設置する場合、材質はスチール・コンクリート等、重量を配慮したものとしてください。

2 保管場所の設置基準

　　　関係文書の「荒川区大規模建築物及び住居系大規模建築物の再利用対象物保管場所等の設置基準」の第３、廃棄物保管場所設置基準によります。

